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「裁判例コンメンタール」の発刊にあたって

現行刑事訴訟法が１９４９年１月１日に施行されてから６６年の歳月が経過し

た。この現行法は、憲法の人権規定を受け、またアメリカ法に倣って、起訴

状一本主義や訴因制度、伝聞法則などの新奇な制度を採り入れる一方で、第

２次大戦終結直後の混乱期に、比較的短期間の作業によりあわただしく起案

され、制定されたものであったことから、旧法の構成や規定がそのまま残さ

れたというところも多々あり、全体として一つの基本的方向性で統一され整

合性のとれたものとなっているかは疑問とする余地もないわけではなかっ

た。

現に、当初は、現行法の基本的方向性をめぐって盛んな議論が闘わされる

とともに、実際の訴訟上も、現行法の内容を成す規定や手続について、上位

規範である憲法の人権規定や基本原則との適合性が問われることが少なくな

く、これに応えて、多くの裁判例が産み出された。次いで、施行後数年の運

用の実情を踏まえて、刑事訴訟法の内容自体にも見直しがなされ、その結果、

１９５３年に中規模の法改正が行われたが、それ以降４０年余にわたり、ごく小規

模の手直しを除き、実質的な法改正がなされることはなかった。ところが、

世は高度成長からバブル崩壊、グローバル化と大きく変動し、科学技術の急

速な発展・普及や情報化、人々の意識や価値観の変化、犯罪の組織化・複雑

化などに伴い、刑事手続上も、運用上生じる数々の紛糾や疑義に加えて、現

行法制定時には予測されていず、あるいは、既存の法規では必ずしも対処し

切れないような新たな問題や課題も数多く生じてきた。このような状況の下

で、「ピラミッドのように沈黙する」立法の代わりに、「スフィンクスさなが

らに」奮闘し（松尾浩也教授の言葉）、その空隙を埋めようとしてきたのが裁

判例であった。

その後、１９９０年代後半に至り、組織犯罪対策の一環としての刑事訴訟法の

一部改正と通信傍受法の成立を皮切りに、抑えられてきたマグマがいきなり

噴出したかのごとく刑事立法が活発化し、犯罪被害者等の保護・地位強化を

目的とする刑事訴訟法の一部改正などを経て、司法制度改革の一環としての
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裁判員法の制定や刑事訴訟法のかなりの規模の改正、検察審査会法の実質的

改正という画期的な法改正が実現したが、これらによってもたらされた新た

な制度や手続が更に、裁判例の一層目覚ましい展開を呼び起こしつつある。

このように、刑事訴訟法の分野では、他の実定法分野にも増して、裁判例

の果たしてきた役割は大きく、法規も、これらの裁判例を視野に入れ、それ

らと有機的に結びつけて捉えることによってはじめて、生きた刑事訴訟法を

真に理解し、実際にも有効に活用することが可能になるものといってよい。

刑事訴訟法に関する裁判例を各条項ごとに集成・整理して検討を加え、その

趣旨や意義を明らかにすることにより、刑事手続の適正な運用と現実の事案

に即した問題解決に資することを目的として編まれた本書が、そのような理

解の手引きになればと思う。

２０１５年２月

井上 正仁
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刑法及び刑事訴訟法等の令和４・５年改正について

本書の制作中において刑法及び刑事訴訟法等の改正（令４法６７、令５法２８・６６等）があ

ったが、解説本文で触れる余裕はないので、改正法の概要を付録１・２として末尾に付す

とともに、改正後の条文を「点線の囲み」にて付記することとしたので参照されたい。

また、各改正の施行時期について、各囲みの末尾に下表「区分」欄の数字を付してある

ので、併せて参照されたい。なお、刑事訴訟規則の改正については、令和６年２月１５日（９１

条のみ同年５月１６日まで）に施行されている。

〈施行期日一覧表〉

施行期日 改正項目 区分

令和５年５月１７日施行 ○ 刑の時効の停止に関する規定の整備 �
令和５年６月６日施行 ○ 拘禁刑以上の刑に処する判決の宣告後における裁

量保釈の要件の明確化
○ 逃走罪及び加重逃走罪の主体の拡張等

�

令和５年７月１３日施行 ○ 被害者特定事項の非公開 �
令和５年１１月１５日施行 ○ 公判期日への出頭等を確保するための罰則の新設

等
○ 保釈等をされている被告人に対する報告命令制度
の創設

○ 保釈等の取消し及び保証金の没取に関する規定の
整備

○ 控訴審における判決宣告期日への被告人の出頭の
義務付け等

○ 裁判の執行に関する調査手法の充実化等

�

令和５年１２月１５日施行 ○ 書面の証拠能力 �
令和６年２月１５日施行 ○ 犯罪被害者等の情報を保護するための法整備 �
令和６年５月１５日施行 ○ 保釈等をされている被告人の監督者制度の創設 �
令和７年５月１６日まで
に施行

○ 拘禁刑以上の刑に処する判決の宣告を受けた者等
に係る出国制限制度の創設

�

令和７年６月１日施行 ○ 拘禁刑の創設 �
令和６年１２月１２日施行 ○ 大麻取締法の名称変更 �
令和１０年５月１６日まで
に施行

○ 位置測定端末により保釈されている被告人の位置
情報を取得する制度の創設

�

※ 令和６年４月１５日現在
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第３２０条 伝聞証拠と証拠能力の制限 ...................................... 廣瀬健二 652

第３２１条 被告人以外の者の供述書・供述録取書の証拠能力
................................................................................ 山室惠＝大川隆男 666
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第３２１条の２ ビデオリンク方式による証人尋問調書の証拠能力
................................................................................ 山室惠＝大川隆男 711

第３２２条 被告人の供述書・供述録取書の証拠能力 ..... 山室惠＝大川隆男 715

第３２３条 その他の書面の証拠能力 .............................. 山室惠＝大川隆男 730

第３２４条 伝聞の供述 ................................................... 山室惠＝大川隆男 740

第３２５条 供述の任意性の調査 ..................................... 山室惠＝大川隆男 751

第３２６条 当事者の同意と書面供述の証拠能力 ............ 山室惠＝大川隆男 754

第３２７条 合意による書面の証拠能力 .......................... 山室惠＝大川隆男 775

第３２８条 証明力を争うための証拠 .............................. 山室惠＝大川隆男 776

第５節 公判の裁判

第３２９条 管轄違いの判決 ......................................... 大島隆明＝廣瀬健二 783

第３３０条 管轄違い言渡しの制限（１）........................................ 大島隆明 791

第３３１条 管轄違い言渡しの制限（２）........................................ 大島隆明 793

第３３２条 移送の決定 ................................................ 大島隆明＝廣瀬健二 794

第３３３条 刑の言渡しの判決、刑の執行猶予の言渡し
............................................................................. 大島隆明＝廣瀬健二 800
規第２２０条（上訴期間等の告知）

規第２２０条の２（保護観察の趣旨等の説示・法第３３３条）

規第２２１条（判決宣告後の訓戒）

規第２２２条（判決の通知・法第２８４条）

規第２２２条の２（刑法第２５条の２第１項の規定による保護観察の判決の通知等）

規第２２２条の３（保護観察の成績の報告）

第３３４条 刑の免除の判決 ......................................... 大島隆明＝廣瀬健二 815

第３３５条 有罪判決に示すべき理由 .......................................... 廣瀬健二 817
規第２１８条（判決書への引用）

規第２１８条の２

規第２１９条（調書判決）

第３３６条 無罪の判決 ................................................ 大島隆明＝廣瀬健二 890

第３３７条 免訴の判決 .............................................................. 廣瀬健二 909

第３３８条 公訴棄却の判決 ....................................................... 廣瀬健二 932

第３３９条 公訴棄却の決定 ....................................................... 廣瀬健二 968
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規第２１９条の２（公訴棄却の決定の送達の特例・法第３３９条）

第３４０条 公訴取消しによる公訴棄却と再起訴の要件 .............. 大島隆明 974

第３４１条 被告人の陳述を聴かない判決 .................... 大島隆明＝廣瀬健二 981

第３４２条 判決の宣告 .............................................................. 廣瀬健二 991
規第３５条（裁判の宣告）

規第２２０条（上訴期間等の告知）

規第２２０条の２（保護観察の趣旨等の説示・法第３３３条）

規第２２１条（判決宣告後の訓戒）

第３４３条 禁錮以上の刑の宣告と保釈等の失効 ......... 大島隆明＝廣瀬健二 1003
規第９１条（保証金の還付・法第９６条、第３４３条等）

規第９２条の２（禁錮以上の刑に処せられた被告人の収容手続・法第９８条）

第３４４条 禁錮以上の刑と権利保釈等の不適用 ......... 大島隆明＝廣瀬健二 1012

第３４５条 無罪等の宣告と勾留状の失効 .................... 大島隆明＝廣瀬健二 1015

第３４６条 没収の言渡しがない押収物 ...................................... 大島隆明 1026

第３４７条 押収物還付の言渡し .................................. 大島隆明＝廣瀬健二 1029

第３４８条 仮納付の裁判 ........................................................... 大島隆明 1039

第３４９条 刑の執行猶予取消しの手続 ....................... 大島隆明＝廣瀬健二 1042
規第２２２条の２（刑法第２５条の２第１項の規定による保護観察の判決の通知等）

規第２２２条の３（保護観察の成績の報告）

規第２２２条の４（執行猶予取消請求の方式・法第３４９条）

規第２２２条の５（資料の差出し・法第３４９条）

規第２２２条の６（請求書の謄本の差出し、送達・法第３４９条等）

第３４９条の２ 刑の執行猶予取消しの手続 ................ 大島隆明＝廣瀬健二 1047
規第２２２条の７（口頭弁論請求権の通知等・法第３４９条の２）

規第２２２条の８（出頭命令・法第３４９条等）

規第２２２条の９（口頭弁論・法第３４９条の２）

第３５０条 併合罪中大赦を受けない罪の刑を定める手続 .......... 大島隆明 1058
規第２２２条の１０（準用規定・法第３５０条）

第４章 証拠収集等への協力及び訴追に関する合意

前 説 ....................................................................................... 田野尻猛 1063
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第１節 合意及び協議の手続

第３５０条の２ 合意の要件及び内容・対象犯罪 ........................ 田野尻猛 1064

第３５０条の３ 弁護人の同意及び合意の方式 ............................ 田野尻猛 1076

第３５０条の４ 合意に向けた協議の主体 ................................... 田野尻猛 1077

第３５０条の５ 協議における供述の聴取 ................................... 田野尻猛 1079

第３５０条の６ 司法警察員の関与 ............................................. 田野尻猛 1083

第２節 公判手続の特例

第３５０条の７ 合意がある被告人の事件における合意内容書面等の取調べ請求
............................................................................................ 田野尻猛 1085

第３５０条の８ 他人の刑事事件における合意内容書面等の取調べ請求
............................................................................................ 田野尻猛 1088

第３５０条の９ 他人の刑事事件における合意内容書面等の取調べ請求
............................................................................................ 田野尻猛 1092

第３節 合意の終了

第３５０条の１０ 合意からの離脱事由及び離脱の方式 ................. 田野尻猛 1094

第３５０条の１１ 不起訴合意の失効 ............................................. 田野尻猛 1100

第３５０条の１２ 不起訴合意が失効した場合の証拠能力の制限 ... 田野尻猛 1102

第４節 合意の履行の確保

第３５０条の１３ 合意違反の場合の公訴棄却等 ............................ 田野尻猛 1106

第３５０条の１４ 合意違反の場合の証拠能力の制限 ..................... 田野尻猛 1109

第３５０条の１５ 虚偽供述の罪等 ................................................ 田野尻猛 1111
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第５章 即決裁判手続

第１節 即決裁判手続の申立て

第３５０条の１６ 申立ての要件と手続 ............................................ 菊池浩 1114
規第２２２条の１１（書面の添付・法第３５０条の１６）

第３５０条の１７ 同意確認のための公的弁護人の選任 .................... 菊池浩 1118
規第２２２条の１２（同意確認のための国選弁護人選任の請求・法第３５０条の１７）

規第２２２条の１３（同意確認のための私選弁護人選任の申出・法第３５０条の１７）

第２節 公判準備及び公判手続の特例

第３５０条の１８ 職権による公的弁護人の選任 ............................... 菊池浩 1119

第３５０条の１９ 検察官請求証拠の開示 ......................................... 菊池浩 1120

第３５０条の２０ 弁護人に対する同意の確認 .................................. 菊池浩 1121

第３５０条の２１ 公判期日の指定 ................................................... 菊池浩 1121
規第２２２条の１８（公判期日の指定・法第３５０条の２１）

第３５０条の２２ 即決裁判手続による審判の決定 ........................... 菊池浩 1122
規第２２２条の１４（即決裁判手続の申立ての却下）

第３５０条の２３ 必要的弁護 .......................................................... 菊池浩 1124
規第２２２条の１６（弁護人選任に関する通知・法第３５０条の２３）

規第２２２条の１７（弁護人のない事件の処置・法第３５０条の２３）

第３５０条の２４ 公判審理の方式 ................................................... 菊池浩 1126
規第２２２条の１９（即決裁判手続による場合の特例）

規第２２２条の２０

規第２２２条の２１

第３５０条の２５ 即決裁判手続による審判の決定の取消し ............. 菊池浩 1128

第３５０条の２６ 公訴取消しによる公訴棄却と再起訴 .................... 菊池浩 1129

第３節 証拠の特例

第３５０条の２７ 伝聞証拠排斥の適用除外 ..................................... 菊池浩 1133
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第４節 公判の裁判の特例

第３５０条の２８ 即日判決の要請 ................................................... 菊池浩 1133

第３５０条の２９ 懲役又は禁錮の言渡し ......................................... 菊池浩 1134

付録１ 性犯罪に関する法改正（令和５年）の概要について
.......................................................................................... 浅沼雄介 1139

付録２ 刑事訴訟法等の一部を改正する法律（令和５年）の概要について
............................................................................................. 栗木傑 1161

監修者・編集代表・編集委員・第３巻執筆者紹介 ................................ 1209

第３巻判例索引 ..................................................................................... 1211
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第１巻目次（第１条～第１８８条の７）

第１編 総 則

第１条 この法律の目的 廣瀬健二

第１章 裁判所の管轄

第２条 土地管轄 遠藤邦彦

第３条 併合管轄――事物管轄 〃

第４条 審判の分離――事物管轄 〃

第５条 審判の併合――事物管轄 〃

第６条 併合管轄――土地管轄 〃

第７条 審判の分離――土地管轄 〃

第８条 審判の併合――土地管轄 〃

第９条 関連事件 〃

第１０条 同一事件と数個の訴訟係属 〃

第１１条 同一事件と数個の訴訟係属 〃

第１２条 管轄区域外の職務執行 〃

第１３条 管轄違いと訴訟手続の効力 〃

第１４条 管轄違いと要急処分 〃

第１５条 管轄移転の請求 〃

第１６条 管轄指定の請求 〃

第１７条 管轄移転の請求 〃

第１８条 管轄移転の請求 〃

第１９条 事件の移送 〃

第２章 裁判所職員の除斥及び忌避

第２０条 除斥の原因 小倉哲浩

第２１条 忌避の原因、忌避申立権者 〃

第２２条 忌避申立ての時期 〃

第２３条 忌避申立てに対する決定 〃

第２４条 簡易却下手続 〃

第２５条 即時抗告 〃

第２６条 裁判所書記官の除斥・忌避 〃

第３章 訴訟能力

第２７条 法人と訴訟行為の代表 小倉哲浩
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第２８条 意思無能力者と訴訟行為の代理 〃

第２９条 特別代理人 〃

第４章 弁護及び補佐

第３０条 弁護人選任時期、選任権者 廣瀬健二

第３１条 資格、特別弁護人 〃

第３１条の２ 弁護人選任の申出 田野尻猛

第３２条 選任の効力 遠藤邦彦

第３３条 主任弁護人 〃

第３４条 主任弁護人の権限 〃

第３５条 弁護人の数の制限 〃

第３６条 請求による被告人の弁護人選任 〃

第３６条の２ 資力申告書の提出 田野尻猛

第３６条の３ 私選弁護人選任申出の前置 〃

第３７条 職権による被告人の弁護人選任 遠藤邦彦

第３７条の２ 被疑者の国選弁護 田野尻猛

第３７条の３ 選任請求の手続 〃

第３７条の４ 職権による選任 〃

第３７条の５ 複数の弁護人の選任 〃

第３８条 国選弁護人の資格・報酬等 遠藤邦彦

第３８条の２ 選任の効力の終期 田野尻猛

第３８条の３ 弁護人の解任 〃

第３８条の４ 虚偽の資力申告書の提出に対する制裁 〃

第３９条 被告人・被疑者との接見交通 廣瀬健二

第４０条 書類・証拠物の閲覧・謄写 遠藤邦彦

第４１条 独立行為権 廣瀬健二

第４２条 補佐人 遠藤邦彦

第５章 裁 判

第４３条 判決、決定・命令 加藤陽

第４４条 裁判の理由 〃

第４５条 判事補の権限 〃

第４６条 謄本の請求 〃

第６章 書類及び送達

第４７条 訴訟書類の非公開 吉田正喜

第４８条 公判調書の作成、整理 加藤陽

第４９条 被告人の公判調書閲覧権 吉田正喜
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第５０条 公判調書の未整理と当事者の権利 加藤陽

第５１条 公判調書の記載に対する異議申立て 〃

第５２条 公判調書の証明力 〃

第５３条 訴訟記録の閲覧 吉田正喜

第５３条の２ 情報公開法の適用除外 〃

第５４条 送 達 加藤陽

第７章 期 間

第５５条 期間の計算 加藤陽

第５６条 法定期間の延長 〃

第８章 被告人の召喚、勾引及び勾留

第５７条 召 喚 川田宏一

第５８条 勾 引 〃

第５９条 勾引の効力 〃

第６０条 勾留の理由、期間・期間の更新 〃

第６１条 勾留と被告事件の告知 〃

第６２条 令 状 〃

第６３条 召喚状の方式 〃

第６４条 勾引状・勾留状の方式 〃

第６５条 召喚の手続 〃

第６６条 勾引の嘱託 〃

第６７条 嘱託による勾引の手続 〃

第６８条 出頭命令・同行命令・勾引 〃

第６９条 裁判長の権限 〃

第７０条 勾引状・勾留状の執行 〃

第７１条 勾引状・勾留状の管轄区域外における執行・執行の嘱託 〃

第７２条 被告人の捜査・勾引状・勾留状の執行の嘱託 〃

第７３条 勾引状・勾留状執行の手続 〃

第７４条 護送中の仮留置 〃

第７５条 勾引された被告人の留置 〃

第７６条 勾引された被告人と公訴事実・弁護人選任権の告知 〃

第７７条 勾留と弁護人選任権等の告知 〃

第７８条 弁護人選任の申出 〃

第７９条 勾留と弁護人等への通知 〃

第８０条 勾留と接見交通 〃

第８１条 接見交通の制限 〃

第８２条 勾留理由開示の請求 〃
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第８３条 勾留の理由の開示 〃

第８４条 勾留理由の開示の方式 〃

第８５条 受命裁判官による勾留理由の開示 〃

第８６条 数個の勾留理由開示の請求 〃

第８７条 勾留の取消し 〃

第８８条 保釈の請求 〃

第８９条 必要的保釈 〃

第９０条 職権保釈 〃

第９１条 不当に長い拘禁と勾留の取消し・保釈 〃

第９２条 保釈と検察官の意見 〃

第９３条 保証金額、保釈の条件 〃

第９４条 保釈の手続 〃

第９５条 勾留の執行停止 〃

第９６条 保釈等の取消し、保証金の没取 〃

第９７条 上訴と勾留に関する決定 〃

第９８条 保釈の取消し等と収容の手続 〃

第９章 押収及び捜索

第９９条 差押え、提出命令 和田雅樹＝吉田雅之

第９９条の２ 記録命令付差押え 吉田雅之

第１００条 郵便物等の押収 和田雅樹

第１０１条 領 置 〃

第１０２条 捜 索 〃

第１０３条 公務上秘密と押収 〃

第１０４条 公務上秘密と押収 〃

第１０５条 業務上秘密と押収 〃

第１０６条 令 状 〃

第１０７条 差押状・記録命令付差押状・捜索状の方式 和田雅樹＝吉田雅之

第１０８条 差押状・記録命令付差押状・捜索状の執行 和田雅樹

第１０９条 執行の補助 〃

第１１０条 執行の方式 〃

第１１０条の２ 電磁的記録に係る記録媒体の差押えの執行方法 吉田雅之

第１１１条 押収捜索と必要な処分 和田雅樹

第１１１条の２ 捜索・差押えの際の協力要請 吉田雅之

第１１２条 執行中の出入禁止 和田雅樹

第１１３条 当事者の立会い 〃

第１１４条 責任者の立会い 〃

第１１５条 女子の身体の捜索と立会い 〃
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第１１６条 時刻の制限 〃

第１１７条 時刻の制限の例外 〃

第１１８条 執行の中止と必要な処分 〃

第１１９条 証明書の交付 〃

第１２０条 押収目録の交付 〃

第１２１条 押収物の保管、廃棄 〃

第１２２条 押収物の代価保管 〃

第１２３条 還付、仮還付 和田雅樹＝吉田雅之

第１２４条 押収贓物の被害者還付 和田雅樹

第１２５条 受命裁判官、受託裁判官 〃

第１２６条 勾引状等の執行と被告人の捜索 〃

第１２７条 勾引状等の執行と被告人の捜索 〃

第１０章 検 証

第１２８条 検 証 飯島泰

第１２９条 検証と必要な処分 〃

第１３０条 時刻の制限 〃

第１３１条 身体検査に関する注意、女子の身体検査と立会い 〃

第１３２条 身体検査のための召喚 〃

第１３３条 出頭拒否と過料等 〃

第１３４条 出頭拒否と刑罰 〃

第１３５条 出頭拒否と勾引 〃

第１３６条 召喚・勾引に関する準用規定 〃

第１３７条 身体検査の拒否と過料等 〃

第１３８条 身体検査の拒否と刑罰 〃

第１３９条 身体検査の直接強制 〃

第１４０条 身体検査の強制に関する訓示規定 〃

第１４１条 検証の補助 〃

第１４２条 準用規定 〃

第１１章 証人尋問

第１４３条 証人の資格 中村光一

第１４４条 公務上秘密と証人資格 〃

第１４５条 同 前 〃

第１４６条 自己の刑事責任と証言拒絶権 〃

第１４７条 近親者の刑事責任と証言拒絶権 〃

第１４８条 同前の例外 〃

第１４９条 業務上秘密と証言拒絶権 〃
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第１５０条 出頭義務違反と過料等 〃

第１５１条 出頭義務違反と刑罰 〃

第１５２条 再度の召喚・勾引 〃

第１５３条 準用規定 〃

第１５３条の２ 証人の留置 〃

第１５４条 宣 誓 〃

第１５５条 宣誓無能力 〃

第１５６条 推測事項の証言 〃

第１５７条 当事者の立会権、尋問権 〃

第１５７条の２ 証人への付添い 〃

第１５７条の３ 証人尋問の際の証人の遮へい 〃

第１５７条の４ ビデオリンク方式による証人尋問 〃

第１５８条 証人の裁判所外への喚問・所在尋問、当事者の権利 〃

第１５９条 同 前 〃

第１６０条 宣誓証言の拒絶と過料等 〃

第１６１条 宣誓証言の拒絶と刑罰 〃

第１６２条 同行命令・勾引 〃

第１６３条 受命裁判官、受託裁判官 〃

第１６４条 証人の旅費・日当・宿泊料 〃

第１２章 鑑 定

第１６５条 鑑 定 村越一浩

第１６６条 宣 誓 〃

第１６７条 鑑定留置、留置状 〃

第１６７条の２ 鑑定留置と勾留の執行停止 〃

第１６８条 鑑定と必要な処分、許可状 〃

第１６９条 受命裁判官 〃

第１７０条 当事者の立会い 〃

第１７１条 準用規定 〃

第１７２条 裁判官に対する身体検査の請求 〃

第１７３条 鑑定料・鑑定必要費用等 〃

第１７４条 鑑定証人 〃

第１３章 通訳及び翻訳

第１７５条 通 訳 村越一浩

第１７６条 同 前 〃

第１７７条 翻 訳 〃

第１７８条 準用規定 〃
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第１４章 証拠保全

第１７９条 証拠保全の請求 小倉哲浩

第１８０条 証拠保全された書類・証拠物の閲覧謄写 〃

第１５章 訴訟費用

第１８１条 訴訟費用の被告人負担 小倉哲浩

第１８２条 共犯人の連帯負担 〃

第１８３条 告訴人等の負担 〃

第１８４条 上訴又は再審の取下げとその費用負担 〃

第１８５条 訴訟費用の被告人負担の裁判 〃

第１８６条 訴訟費用の被告人以外の者の負担の裁判 〃

第１８７条 訴訟費用負担の決定 〃

第１８７条の２ 公訴の提起がないとき 田野尻猛

第１８８条 費用負担額の算定 小倉哲浩

第１６章 費用の補償

第１８８条の２ 無罪の場合の費用補償 小倉哲浩

第１８８条の３ 無罪の場合の費用補償の決定 〃

第１８８条の４ 検察官上訴の場合の費用補償 〃

第１８８条の５ 検察官上訴の場合の費用補償の決定 〃

第１８８条の６ 補償費用の範囲 〃

第１８８条の７ 補償手続等 〃

第２巻目次（第１８９条～第２７０条）

第２編 第一審

第１章 捜 査

第１８９条 一般司法警察職員と捜査 河村博

第１９０条 特別司法警察職員 〃

第１９１条 検察官、検察事務官と捜査 〃

第１９２条 捜査に関する協力 〃

第１９３条 検察官の司法警察職員に対する指示・指揮 〃
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第１９４条 司法警察職員に対する懲戒・罷免の訴追 〃

第１９５条 検察官・検察事務官の管轄区域外における職務執行 〃

第１９６条 捜査関係者に対する訓示規定 〃

第１９７条 捜査に必要な取調べ 廣瀬健二

第１９８条 被疑者の出頭要求・取調べ 川出敏裕

第１９９条 逮捕状による逮捕の要件 久木元伸＝川出敏裕

第２００条 逮捕状の方式 久木元伸

第２０１条 逮捕状による逮捕の手続 〃

第２０２条 検察官・司法警察員への引致 〃

第２０３条 司法警察員の手続・検察官送致の時間の制限 〃

第２０４条 検察官の手続・勾留請求の時間の制限 〃

第２０５条 司法警察員から送致を受けた検察官の手続・勾留請求の時間の制限 〃

第２０６条 制限時間の不遵守と免責 〃

第２０７条 被疑者の勾留 菅原暁

第２０８条 起訴前の勾留期間、期間の延長 〃

第２０８条の２ 勾留期間の再延長 〃

第２０９条 逮捕状による逮捕に関する準用規定 〃

第２１０条 緊急逮捕 安永健次

第２１１条 緊急逮捕と準用規定 〃

第２１２条 現行犯人 〃

第２１３条 現行犯逮捕 〃

第２１４条 私人による現行犯逮捕と被逮捕者の引渡し 〃

第２１５条 現行犯人を受け取った司法巡査の手続 〃

第２１６条 現行犯人と準用規定 〃

第２１７条 軽微事件と現行犯逮捕 〃

第２１８条 令状による差押え・記録命令付差押え・捜索・検証 ��秀雄＝吉田雅之

第２１９条 差押え等の令状の方式 〃

第２２０条 令状によらない差押え・捜索・検証 上冨敏伸

第２２１条 領 置 〃

第２２２条 押収・捜索・検証に関する準用規定、検証の時刻の制限、

被疑者の立会い、身体検査を拒否した者に対する制裁 〃

第２２２条の２ 電気通信の傍受を行う強制処分 〃

第２２３条 第三者の任意出頭・取調べ・鑑定等の嘱託 眞田寿彦

第２２４条 鑑定の嘱託と鑑定留置の請求 〃

第２２５条 鑑定受託者と必要な処分、許可状 〃

第２２６条 証人尋問の請求 〃

第２２７条 証人尋問の請求 〃

第２２８条 証人尋問 〃
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第２２９条 検 視 〃

第２３０条 告訴権者 〃

第２３１条 告訴権者 〃

第２３２条 告訴権者 〃

第２３３条 告訴権者 〃

第２３４条 告訴権者の指定 〃

第２３５条 告訴期間 〃

第２３６条 告訴期間の独立 〃

第２３７条 告訴の取消し 〃

第２３８条 告訴の不可分 〃

第２３９条 告 発 〃

第２４０条 告訴の代理 〃

第２４１条 告訴・告発の方式 〃

第２４２条 告訴・告発を受けた司法警察員の手続 〃

第２４３条 準用規定 〃

第２４４条 外国代表者等の告訴の特別方式 〃

第２４５条 自 首 〃

第２４６条 司法警察員から検察官への事件の送致 〃

第２章 公 訴

第２４７条 国家訴追主義 白木功

第２４８条 起訴便宜主義 廣瀬健二

第２４９条 公訴の効力の人的範囲 馬場嘉郎

第２５０条 公訴時効期間 〃

第２５１条 時効期間の標準となる刑 〃

第２５２条 時効期間の標準となる刑 〃

第２５３条 時効の起算点 〃

第２５４条 公訴の提起と時効の停止 〃

第２５５条 その他の理由による時効の停止 〃

第２５６条 起訴状、訴因、罰条 �田毅

第２５７条 公訴の取消し 白木功

第２５８条 他管送致 〃

第２５９条 被疑者に対する不起訴処分の告知 〃

第２６０条 告訴人等に対する起訴・不起訴等の通知 〃

第２６１条 告訴人等に対する不起訴理由の告知 〃

第２６２条 公務員職権濫用罪等の告訴告発事件の審判請求 大島隆明

第２６３条 審判請求の取下 〃

第２６４条 再度の考案による起訴 〃
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第２６５条 審判請求事件の審判 〃

第２６６条 審判請求事件の決定 〃

第２６７条 公訴提起とみなされる決定 〃

第２６７条 の２ 付審判決定の通知 菊池浩

第２６８条 公訴維持のための指定弁護士 大島隆明

第２６９条 審判請求事件の費用の賠償 〃

第２７０条 検察官の書類・証拠物の閲覧・謄写権 〃

〔付録〕刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成２８年）の概要について 吉田雅之

第４巻目次（第３５１条～第５０７条）

第３編 上 訴

第１章 通 則

前 説 前田巌

第３５１条 上訴権者 〃

第３５２条 抗告権者 〃

第３５３条 被告人のための上訴 〃

第３５４条 勾留の理由開示請求事件についての上訴 〃

第３５５条 原審代理人・弁護人の上訴 〃

第３５６条 被告人のための上訴の制限 〃

第３５７条 裁判の一部に対する上訴 〃

第３５８条 上訴提起期間の進行 〃

第３５９条 上訴の放棄又は取下げ 〃

第３６０条 書面による被告人の同意による上訴の放棄・取下げ 〃

第３６０条の２ 上訴の放棄の禁止 〃

第３６０条の３ 上訴放棄の手続 〃

第３６１条 再上訴の禁止 〃

第３６２条 上訴権回復の請求 〃

第３６３条 上訴権回復請求の手続 〃

第３６４条 即時抗告 〃

第３６５条 上訴権回復請求と裁判の執行停止 〃

第３６６条 収容中の被告人に関する特則 〃

第３６７条 被収容者の上訴放棄・上訴取下げ・上訴権回復請求 〃
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第３６８条～第３７１条 削 除

第２章 控 訴

第３７２条 控訴を許す判決 鹿野伸二

第３７３条 控訴提起期間 〃

第３７４条 控訴提起の方式 〃

第３７５条 第１審裁判所による控訴棄却の決定 〃

第３７６条 控訴趣意書 〃

第３７７条 控訴申立理由と控訴趣意書――絶対的控訴理由 〃

第３７８条 同前――絶対的控訴理由 〃

第３７９条 同前――訴訟手続の法令違反 〃

第３８０条 同前――法令の適用の誤り 〃

第３８１条 同前――量刑不当 〃

第３８２条 同前――事実誤認 〃

第３８２条の２ 同前――弁論終結後の事情 〃

第３８３条 同前――再審事由その他 〃

第３８４条 控訴理由 〃

第３８５条 控訴棄却の決定 〃

第３８６条 同 前 〃

第３８７条 弁護人の資格 〃

第３８８条 弁論能力 〃

第３８９条 弁 論 〃

第３９０条 被告人の出頭 〃

第３９１条 弁護人の不出頭等 〃

第３９２条 調査の範囲 〃

第３９３条 事実の取調べ 〃

第３９４条 証拠能力 〃

第３９５条 控訴棄却の判決 中谷雄二郎

第３９６条 同 前 〃

第３９７条 破棄の判決 〃

第３９８条 破棄差戻 〃

第３９９条 破棄移送 〃

第４００条 破棄差戻・移送・自判 〃

第４０１条 共同被告人のための破棄 〃

第４０２条 不利益変更の禁止 〃

第４０３条 公訴棄却の決定 〃

第４０３条の２ 控訴の制限 菊池浩

第４０４条 準用規定 中谷雄二郎
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第３章 上 告

第４０５条 上告の対象となる判決・上告理由 池田修

第４０６条 上告審としての事件受理 〃

第４０７条 上告趣意書 〃

第４０８条 弁論を経ない上告棄却の判決 〃

第４０９条 被告人の召喚不要 〃

第４１０条 上告理由がある場合の原判決破棄の判決 〃

第４１１条 上告理由のない場合の原判決破棄の判決 〃

第４１２条 破棄移送 〃

第４１３条 破棄差戻し・移送・自判 〃

第４１３条の２ 上告審における破棄事由の制限 菊池浩

第４１４条 準用規定 池田修

第４１５条 訂正の判決 〃

第４１６条 訂正判決の弁論 〃

第４１７条 判決訂正申立て棄却の決定 〃

第４１８条 上告判決の確定 〃

第４章 抗 告

第４１９条 一般抗告を許す決定 原田國男

第４２０条 判決前の決定に対する抗告 〃

第４２１条 通常抗告の時期 〃

第４２２条 即時抗告の提起期間 〃

第４２３条 抗告の手続 〃

第４２４条 通常抗告と執行停止 〃

第４２５条 即時抗告の執行停止の効力 〃

第４２６条 抗告に対する決定 〃

第４２７条 再抗告の禁止 〃

第４２８条 高等裁判所の決定に対する抗告の禁止、抗告に代わる異議申立て 〃

第４２９条 準抗告 〃

第４３０条 捜査機関の処分に対する準抗告 〃

第４３１条 準抗告の手続 〃

第４３２条 抗告に関する規定の準用 〃

第４３３条 特別抗告 〃

第４３４条 一般抗告に関する規定の準用 〃
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第４編 再 審

第４３５条 再審の請求と理由 池田修

第４３６条 再審の請求と理由 〃

第４３７条 確定判決に代わる証明 〃

第４３８条 再審請求と管轄 〃

第４３９条 再審請求権者 〃

第４４０条 弁護人の選任 〃

第４４１条 再審請求の時期 〃

第４４２条 再審請求と執行停止の効力 〃

第４４３条 再審請求の取下げ 〃

第４４４条 被収容者に関する特則 〃

第４４５条 事実の取調べ 〃

第４４６条 請求棄却の決定 〃

第４４７条 請求棄却の決定 〃

第４４８条 再審開始の決定 〃

第４４９条 請求の競合による棄却決定 〃

第４５０条 即時抗告 〃

第４５１条 再審の審判 〃

第４５２条 不利益変更の禁止 〃

第４５３条 無罪判決の公示 〃

第５編 非常上告

第４５４条 非常上告理由 三浦守

第４５５条 申立ての方式 〃

第４５６条 公判期日 〃

第４５７条 棄却の判決 〃

第４５８条 破棄の判決 〃

第４５９条 判決の効力 〃

第４６０条 調査範囲、事実の取調べ 〃

第６編 略式手続

第４６１条 略式命令 三浦守

第４６１条の２ 略式手続についての説明と被疑者の異議 〃

第４６２条 略式命令の請求 〃
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第４６３条 通常の審判 〃

第４６３条の２ 公訴提起の失効 〃

第４６４条 略式命令の方式 〃

第４６５条 正式裁判の請求 〃

第４６６条 正式裁判請求の取下げ 〃

第４６７条 上訴規定の準用 〃

第４６８条 正式裁判請求の棄却、通常の裁判 〃

第４６９条 略式命令の失効 〃

第４７０条 略式命令の効力 〃

第７編 裁判の執行

第４７１条 裁判の確定と執行 平尾覚

第４７２条 執行指揮 〃

第４７３条 執行指揮の方式 〃

第４７４条 刑の執行の順序 〃

第４７５条 死刑執行の命令 〃

第４７６条 死刑執行の期限 〃

第４７７条 死刑執行の立会者 〃

第４７８条 執行始末書 〃

第４７９条 死刑の執行停止 〃

第４８０条 自由刑の必要的執行停止 〃

第４８１条 自由刑の必要的執行停止の事後処分 〃

第４８２条 自由刑の任意的執行停止 〃

第４８３条 訴訟費用の裁判の執行停止 〃

第４８４条 執行のための呼出 〃

第４８５条 収容状の発付 〃

第４８６条 検事長に対する収容の請求 〃

第４８７条 収容状の方式 〃

第４８８条 収容状の効力 〃

第４８９条 収容状の執行 〃

第４９０条 財産刑等の執行 〃

第４９１条 相続財産に対する執行 〃

第４９２条 合併後の法人に対する執行 〃

第４９３条 仮納付の執行の調整 〃

第４９４条 仮納付の執行と本刑の執行 〃

第４９５条 勾留日数の法定通算 〃

第４９６条 没収物の処分 〃
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第４９７条 没収物の交付 〃

第４９８条 偽造変造の表示 〃

第４９８条の２ 不正に作られた電磁的記録の消去等 吉田雅之

第４９９条 還付不能と公告 平尾覚

第４９９条の２ 電磁的記録に係る記録媒体の還付不能 吉田雅之

第５００条 訴訟費用執行免除の申立 平尾覚

第５００条の２ 訴訟費用の予納 〃

第５００条の３ 訴訟費用の裁判の執行 〃

第５００条の４ 予納金の返還 〃

第５０１条 解釈の申立 〃

第５０２条 異議の申立 〃

第５０３条 申立の取下げ 〃

第５０４条 即時抗告 〃

第５０５条 労役場留置の執行 〃

第５０６条 執行費用の負担 〃

第５０７条 公務所等への照会 〃

〔付録〕刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成２８年）の概要について 吉田雅之
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第３章 公 判

〈前説細目次〉

１ 意 義 ３

２ 公判の基本原則 ３

� 公開主義 ３

� 口頭主義 ５

� 直接主義 ５

� 集中審理主義（継続審理主義） ５

１ 意 義

公判とは公判手続の意味で、裁判所が被告事件について審理・裁判（審判）

すべき手続、すなわち、公訴提起から裁判が確定し、その事件が裁判所の手

を離れるまでの全過程をいう（広義。田宮・刑訴２３３）。そのうち公判期日に

おける訴訟手続のみを指す場合もある（狭義）。本章は、第１審における広

義の公判手続に関する規定である。公判準備とは、裁判所及び訴訟関係人に

よって公判手続の準備のため行われる手続である。

２ 公判の基本原則

� 公開主義

審判を公開の法廷で行う原則で、その傍聴を一般国民に認めることとされ

ている。憲法上、裁判の対審及び判決の公開（憲８２�）、公開裁判を受ける

刑事被告人の権利（憲３７�）として保障されている。その趣旨は、裁判を一

般に公開して裁判が公正に行われることを制度として保障し、ひいては国民

の信頼を確保しようとすることにある（最大判平元・３・８民集４３・２・８９、

最大決昭３３・２・１７刑集１２・２・２５３）。したがって、国民に傍聴する権利を付

与し、在廷する傍聴人に証拠の詳細な内容や証人の証言内容をつぶさに知る

権利を付与するものではない（東京高判平２６・７・１０LEX/DB２５５０４３３６）。対

審については公開停止の例外が認められ（憲８２�）、公開停止の決定の効力

は以降の公判期日にも及ぶが（最判昭２４・１２・２０刑集３・１２・２０３６）、風俗を
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害するおそれがあるとして裁判所が公開を停止した場合、その効力は結審後

の判決宣告期日には及ばない（最大判昭２３・６・１４刑集２・７・６８０）。裁判の

対審は、狭義の公判手続を指すので、準備手続や公判準備（最大決昭２３・１１

・８刑集２・１２・１４９８）、再審開始の要否を定める手続（最大決昭４２・７・５刑

集２１・６・７６４）は公開を要しない。必要性のある期日外尋問（２８１）を実施

することは公開原則に反しない（東京高判平２８・９・７判時２３４９・８３）。また、

合理的な例外は認められるので、法廷の広さ・構造等からの合理的な人数制

限は許される（大阪高判昭２９・６・１２特報２８・１４７参照）。被告人、証人等の十

分な供述を確保するため特定の傍聴人を退廷させること（規２０２）は公開主

義に反しない（最決昭３５・７・１１裁判所時報３０９・５。広島高判昭２７・１２・８特

報２０・１１４参照）。また、傍聴券配布事件で開廷中、任意に退廷した傍聴人の

再入廷、傍聴人の交代を認めないこと、退廷によって生じた空席の新たな傍

聴券を発行しないことなどの裁判長の措置は法廷警察権の行使として適法で

あり、憲法３７条・８２条の公開主義に反しない（東京高判昭５７・８・５刑裁月報

１４・７＝８・５６５、東京高決平２４・１・６ LEX/DB２５４８０４５９）。証人尋問の際、傍

聴人と証人との間の遮へい措置（衝立てを置き見えなくするなど。１５７の５�）、

ビデオリンク方式（別室の証人等とのテレビ会話。１５７の６�）やこれら双方の

併用がなされた場合であっても、審理は公開されているといえ、公開主義に

反するものとはいえない（最判平１７・４・１４刑集５９・３・２５９、東京高判平２８・

９・７判時２３４９・８３）。被害者特定事項の秘匿決定（２９０の２�・�）がなされ

た場合にも、裁判を非公開とするものではないから、公開主義には反しない

（最決平２０・３・５判タ１２６６・１４９、仙台高秋田支判平２９・１０・３ LEX/DB２５５４８３

０８）。上記遮へい措置、ビデオリンク方式、被害者特定事項の秘匿が全て行

われている場合も同様に公開主義に反しない（大阪高判平２９・１・２０LEX/DB

２５５４５２５４）。同様の趣旨で、不正競争防止法の営業秘密構成情報特定事項の

秘匿決定（同法２３�・�）や公判期日外の証人尋問等（同法２６�・�）がなさ

れた場合についても、公開主義に反しないと解される（吉田・注釈刑訴［第

３版］４・６）。なお、裁判長は、被害者等から公判手続の傍聴の申出がある

ときは、傍聴席、傍聴希望者の数その他の事情を考慮しつつ、申し出た者が

傍聴できるよう配慮しなければならない（犯罪被害保護２）。

公判廷における写真撮影、録音、放送を裁判所の許可にかからしめること
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（規２１５）も許される（写真撮影について、最大決昭３３・２・１７刑集１２・２・２５３）。

もっとも、報道機関の取材メモは憲法２１条１項の派生原理としての取材の自

由の趣旨から尊重される（最大決昭４４・１１・２６刑集２３・１１・１４９０、最大判昭５８

・６・２２民集３７・５・７９３）ほか、傍聴人が法廷でメモをとることは、憲法８２

条１項で権利として保障されるものではないが、裁判の公開が制度として保

障されていることに伴い、その見聞する裁判を認識・記憶するためにされる

ものである限り、尊重に値し、故なく妨げられてはならない（最大判平元・

３・８民集４３・２・８９）。訴訟記録の公開（５３）もこの原則の一つの現れとい

えるが、直結するものではないので、記録の保存、裁判所・検察庁の事務の

支障等からの制限は認められる（５３�但・�、刑訴記録４）。憲法８２条は刑事

確定記録の閲覧を権利として要求できることまで認めたものではない（最決

平２・２・１６判時１３４０・１４５）。

� 口頭主義

証拠調べを含む手続の進行に関し、書面等により密室で処理できないよう

に口頭で行うことを原則とするものであり、証拠書類の朗読による取調べ

（３０５、規２０３条の２）、判決が口頭弁論に基づくこと（４３�）などに現れている

（田宮・刑訴２３６）。

� 直接主義

裁判所が直接取り調べた証拠だけを裁判の基礎とできるとする原則であ

る。裁判所が直接オリジナルな証拠に接するべきで他の証拠での代用はでき

ないという原則と裁判所が自ら証拠調べをして心証をとるべきだという原則

の両面があり、後者からは裁判官交代の場合の公判手続の更新（３１５、規２１３

条の２）、受命・受託裁判官利用の例外性（３１６）が導かれる（田宮・刑訴２３６）。

� 集中審理主義（継続審理主義）

審理に２日以上を要する事件については、できる限り、連日開廷し、継続

して審理を行わなければならない（旧規１７９の２�）とされ、この原則が示さ

れていたが、訓示規定と解され（最判昭３７・３・２２刑集１６・３・２９１）、実効性

に欠けるとされていた。他に、第１回公判期日前の事前準備（旧規１７８の２～

１７８の１１）、不出頭、期日変更等に関する規定（旧規１７９の３～１７９の６・１８２）、

準備手続（旧規１９４～１９４の６・１９５）なども規定されていたが、連日的開廷の

原則は、平成１６年法律第６２号による改正により、２８１条の６として法に格上
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５★立花書房／９３５１１５９★コンメンタール刑事訴３巻／第２編（第３章～第５章）／第３章　前説・第２７１～３５０条　⑮ 2024.07.08 16.18.16 Page 5(1)



裁判書又は裁判を記載した調書の謄本又は抄本の交付を請求することができ

ることとされ（４６）、被告人又は弁護人が同条により裁判書の謄本又は抄本

の交付を請求した場合、その請求が適法である限り、裁判所は、当該請求に

係る裁判書の謄本又は抄本を交付しなければならないと解されている。

本法による刑事訴訟法の改正により、起訴状における個人特定事項の秘匿

措置をとることができることとされたが、当該個人特定事項について、裁判

所が被告人又は弁護人に裁判書等の謄本等を交付するに当たり、一貫して秘

匿措置をとることができなければ、起訴状における個人特定事項の秘匿措置

の趣旨が没却されることとなる。

そこで、起訴状における個人特定事項の秘匿措置がとられた場合において、

裁判所は、

○ 弁護人に送達するものとして起訴状の謄本の提出があった事件につい

て、弁護人から４６条による裁判書の謄本又は抄本の交付の請求があったと

きには、原則として、弁護人にこれらを交付するに当たり、起訴状に記載

された個人特定事項のうち起訴状抄本等に記載がないものを被告人に知ら

せてはならない旨の条件を付し、又は被告人に知らせる時期若しくは方法

を指定することができ（２７１の６�）、

○ 弁護人に送達するものとして起訴状抄本等の提出があった事件につい

て、弁護人から４６条により裁判書の謄本又は抄本の交付の請求があったと

きは、原則として、

・ 弁護人に対し、裁判書の抄本であって起訴状における個人特定事項の

秘匿措置の対象とされた個人特定事項の記載がないものを交付し、

又は

・ 弁護人に裁判書の謄本若しくは抄本を交付するに当たり、起訴状にお

ける個人特定事項の秘匿措置の対象とされた個人特定事項を被告人に知

らせてはならない旨の条件を付し、若しくは被告人に知らせる時期若し

くは方法を指定することができ（２７１の６�）、

○ 被告人その他訴訟関係人（検察官及び弁護人を除く。）から４６条により裁

判書の謄本又は抄本の交付の請求があったときは、原則として、被告人そ

の他訴訟関係人（検察官及び弁護人を除く。）に対し、裁判書の抄本であっ

て起訴状における個人特定事項の秘匿措置の対象とされた個人特定事項の

刑事訴訟法等の一部を改正する法律（令和５年）の概要について 1203
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記載がないものを交付することができる（２７１の６�）

こととされた。

� 訴因変更等手続における個人特定事項の秘匿措置

裁判実務においては、例えば、訴因の追加をする場合等には、書面に犯罪

被害者等の氏名等の情報を記載することが原則とされており、従来、当該書

面を被告人に送達すること（令和５年最高裁判所規則第１０号による改正前の刑

訴規２０９�・�）を通じて、被告人が犯罪被害者等の氏名等を知り得ることと

なり、前記１の事態が生じ得ることとなっていた。

そこで、

○ 検察官は、前記２�ア又はイに掲げる者と同様の者の個人特定事項に
ついて、裁判所に対し、訴因変更等請求書面の謄本の送達により当該個人

特定事項が被告人に知られないようにするための措置をとることを求める

ことができ（３１２の２�）、

○ 当該求めは、裁判所に対し、訴因変更等請求書面とともに、被告人に送

達するものとして、当該求めに係る個人特定事項の記載がない訴因変更等

請求書面の抄本その他の訴因変更等請求書面の謄本に代わるものを提出し

て行わなければならず（同条�）、

○ 裁判所は、訴因変更等請求書面の謄本に代わるものの提出があったとき

は、遅滞なくこれを被告人に送達しなければならない（同条�）

こととされるとともに、起訴状における個人特定事項の秘匿措置がとられた

ことを前提とする証拠開示、訴訟に関する書類等の閲覧・謄写等における個

人特定事項の秘匿措置についても、これらをとることができることとされた

（同条�）。

� 略式命令の請求における個人特定事項の秘匿措置

ア 検察官が略式命令の請求をした場合において、当該請求が不相当であ

ることなどを理由として、通常の規定に従い審判をしなければならないとき

は、裁判所は、起訴状の謄本を被告人に送達しなければならないこととされ

ている（本法による改正前の刑訴４６３�・�・�）。

裁判実務において、起訴状には犯罪被害者等の氏名等の情報を記載するの

が原則とされており、従来、前記の送達を通じて、被告人が犯罪被害者等の

氏名等を知り得ることとなり、前記１の事態が生じ得ることとなっていた。
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そこで、略式命令の請求があった場合において、同請求が不相当であるこ

となどを理由として、通常の規定に従い審判をしなければならないときは、

起訴状における個人特定事項の秘匿措置と同様の措置をとることができるこ

ととされた（４６３�）。

イ 起訴状抄本等の公訴事実が他の犯罪事実との識別ができないものであ

る場合には、前記４�のとおり、「公訴提起の手続がその規定に違反した」
（３３８�）ものとして判決による公訴棄却の対象となるところ、このことは略

式命令の請求があった場合において、当該請求が不相当であることなどを理

由として、通常の規定に従い審判をしなければならないときも同様とすべき

である。

もっとも、この場合に検察官が裁判所に起訴状抄本等を提出することとな

るのは、公訴の提起及びそれと同時にした略式命令の請求の後となることか

ら、起訴状抄本等の公訴事実が他の事実との識別ができないものである場合

に、「公訴提起の手続がその規定に違反した」といえるかについて疑義が生

じることとなる。

そこで、この場合における起訴状抄本等の提出は、同号の適用については、

公訴の提起においてされたものとみなすこととされた（４６３�）。

ウ 略式命令の請求があった場合において、当該請求が不相当であること

などを理由として、通常の規定に従い審判をしなければならないときには、

裁判所が遅滞なく起訴状の謄本を被告人に送達しなければならない旨規定す

る２７１条の適用があるものとされているが、略式命令を受けた者又は検察官

から適法な正式裁判の請求があったことから通常の規定に従い審判をしなけ

ればならない場合（４６８�）には、起訴状の謄本は被告人に送達されないも

のと解されている。

そのため、適法な正式裁判の請求があった場合には、被告人に対する起訴

状の謄本の送達がなされることを前提とした措置である起訴状における個人

特定事項の秘匿措置及び当該秘匿措置に引き続いてとることができる個人特

定事項の秘匿措置について定める規定をそのまま適用することができず、個

人特定事項の秘匿措置をとることができることとするためには別途の規定が

必要となる。

そこで、

刑事訴訟法等の一部を改正する法律（令和５年）の概要について 1205

５★立花書房／９３５１１５９★コンメンタール刑事訴３巻／第２編（第３章～第５章）／付録２＿刑事訴訟法等の一部を～　⑤ 2024.07.08 14.42.44 Page 1205(1)



裁判例コンメンタール刑事訴訟法

監修者・編集代表・編集委員・第３巻執筆者紹介（令和６年５月現在、５０音順）

〈監修者〉
井上 正仁 法務省特別顧問、東京大学名誉教授

〈編集代表〉
河村 博 弁護士、元名古屋高等検察庁検事長

酒巻 匡 早稲田大学大学院法務研究科教授

原田 國男 弁護士、元東京高等裁判所判事

廣瀬 健二 早稲田大学社会安全政策研究所招聘研究員、元東京高等裁判

所判事

〈編集委員〉
大島 隆明 弁護士、元東京高等裁判所判事

三浦 守 元大阪高等検察庁検事長

〈第３巻執筆者〉
秋吉 淳一郎 国家公務員倫理審査会会長、元仙台高等裁判所長官

浅沼 雄介 仙台地方検察庁検事

江見 健一 東京高等裁判所判事

大川 隆男 東京高等裁判所判事

大谷 晃大 弁護士、元仙台高等検察庁検事長

岡本 章 東京高等検察庁検事

加藤 経将 法務省大臣官房司法法制部司法法制課長

加藤 俊治 名古屋地方検察庁検事正

河原 俊也 東京高等裁判所判事

菊池 浩 出入国管理庁長官・検事

栗木 傑 東京地方検察庁検事

杉田 宗久 元大阪高等裁判所判事

田野尻 猛 最高検察庁総務部長

廣瀬 健二 早稲田大学社会安全政策研究所招聘研究員、元東京高等裁判

所判事

藤宗 和香 元最高検察庁検事

村中 孝一 徳島地方検察庁検事正

山室 惠 弁護士、元東京高等裁判所判事

吉田 雅之 法務省大臣官房審議官

1209

５★立花書房／９３５１１５９★コンメンタール刑事訴３巻／第２編（第３章～第５章）／執筆者紹介　⑤ 2024.07.11 08.55.21 Page 1209(1)



第３巻判例索引

大審院、最高裁判所

大判明３３・６・３０民録６・６・１７４ .......................１７５
大判明３７・６・２７刑録１０・１４１６ ................７９０，９４１
大判明４１・３・２０刑録１４・２７０ .........................９７３
大判明４３・１１・１７刑録１６・２０１６......................８４０
大判明４４・５・２３刑録１７・７４７ .........................８７４
大判明４４・１２・１８刑録１７・２２０８ ....................１０３１
大判大２・１・３１刑録１９・１５１ ...........................５２２
大判大３・２・４刑録２０・１１９ .............................８４５
大判大３・５・１５刑録２０・８９９ ...........................５２８
大判大３・９・１６刑録２０・１５９５ .........................５２８
大判大４・１０・５刑録２１・１４３７ .........................８４０
大判大４・１０・２９刑録２１・１７５１ .......................８５５
大判大５・７・１刑録２２・１１９１ ...........................９３８
大判大５・９・２５刑録２２・１４３９ .........................５６５
大判大６・４・１９刑録２３・４０１ ....................５２１，８５７
大判大６・５・２３刑録２３・５１７ .........................１０３１
大判大６・６・９刑録２３・６３４ .............................８７３
大判大７・５・２４刑録２４・６４７ ...........................５４６
大判大７・６・２２刑録２４・８５１ ...........................５２８
大判大８・２・１９刑録２５・２２０ ...........................５６６
大判大１０・３・２５刑録２７・１８５ .........................９４３
大判大１０・７・８民録２７・１３７３ .......................１０３５
大判大１１・９・８刑集１・４２７ .............................８５６
大判大１２・１１・２０刑集２・８２０ .........................７８６
大判大１３・１・２１刑集３・１...............................２５８
大判大１３・２・１５刑集３・１２１ ...........................８６２
大判大１３・３・１８刑集３・２２３ ...........................８７９
大判大１３・３・２５刑集３・２３７ ...........................８６４
大判大１３・４・７刑集３・３２９ .............................９０１
大決大１３・４・２６刑集３・３６８ .............................７０
大判大１３・６・２４刑集３・５３８ ...........................４１０
大判大１３・７・２刑集３・５５１ .............................４０５
大判大１３・７・７刑集３・５５７ .............................１３０
大判大１３・７・２２刑集３・５９４ ...........................５６７
大判大１３・１０・９刑集３・６４８ ...........................５６７
大決大１４・２・２４刑集４・８４ .............................８３６

大判大１４・３・６刑集４・１４９ .............................８７２
大判大１４・３・１４刑集４・１６２ ....................８８１，８８３
大判大１４・３・２６刑集４・２１３ .........................１０３４
大判大１４・５・２３刑集４・３１９ ...........................８７３
大決大１４・６・１０刑集４・３９６ .......................３３，４２
大判大１４・６・２９刑集４・８・４４９ .......................９２６
大判大１４・７・１刑集４・４６５ .............................８８２
大判大１４・１０・８刑集４・５８２ ...........................２４９
大決大１４・１０・３０法律学説判例評論全集１５

刑訴１０１...................................................８４１
大判大１４・１１・６刑集４・６４１ ...........................２５８
大判大１４・１１・３０刑集４・６８４ .........................５６７
大判大１４・１２・１２刑集４・７５５ .........................５６７
大判大１５・５・２５刑集５・５・１８９ .......................１２６
大判大１５・５・２８刑集５・１９２ .........................１０３１
大判大１５・９・２１新聞２６１３・１０ .........................３２
大判大１５・１１・１２刑集５・５２５ .........................４０５
大判大１５・１２・１６刑集５・５８１ ...........................８６
大判昭２・１・３１刑集６・１５.................................８６
大判昭２・４・１３刑集６・１４１...............................６７
大判昭２・７・１２刑集６・２６６ .............................８７８
大判昭２・９・３０新聞２７５９・１１ .........................８４２
大判昭２・１０・２１刑集６・３９２ ...........................８５６
大判昭２・１２・２新聞２７９１・１０ .........................２５２
大判昭２・１２・１５新聞２７９７・１５ .........................８６
大判昭３・１・２８刑集７・３３...............................８６１
大判昭３・２・２１刑集７・１０２ .............................２５３
大判昭３・６・２７刑集７・７・４４５ .........................９３９
大判昭４・４・１３法律学説判例評論全集１８

刑訴１６３...................................................８７９
大判昭４・４・３０刑集８・２２２ .............................８８６
大決昭５・１０・１１刑集９・７２９ .............................３２
大判昭５・１０・１６法律学説判例評論全集２０

刑訴２１.....................................................８８２
大判昭５・１１・１５新聞３２１１・７ .........................５６７
大判昭６・５・１４刑集１０・２１９ ...........................４０５

1211

５★立花書房／９３５１１５９★コンメンタール刑事訴３巻／第２編（第３章～第５章）／索引　④ 2024.07.08 14.46.24 Page 1211(1)



裁判例コンメンタール刑事訴訟法 第３巻

令和６年８月１５日 第１刷発行

監修者 井 上 正 仁

編集代表 河 村 博

酒 巻 匡

原 田 國 男

廣 瀬 健 二
発行者 橘 茂 雄
発行所 立 花 書 房
東京都千代田区神田小川町３―２８―２
電話 ０３―３２９１―１５６１（代表）
FAX ０３―３２３３―２８７１
https：／／tachibanashobo.co.jp

�２０２４井上、河村、酒巻、原田、廣瀬 加藤文明社／東京美術紙工
乱丁・落丁の際は本社でお取り替えいたします。

５★立花書房／９３５１１５９★コンメンタール刑事訴３巻／第２編（第３章～第５章）／奥付　⑤ 2024.07.08 14.47.00 Page 1255(1)


